




































































































する個人情報を閲覧制限の対象とすることも、₉₂条 ₁ 項 ₁ 号の解釈として合理的であるもの
と考えられる。
　他方、₉₂条 ₁ 項 ₂ 号に規定されている営業秘密については、前述した₉₂条 ₁ 項 ₁ 号でいう
「当事者の秘密」と異なり、当事者の有する事業上の権利ないし利益と直結する事実である
ことから、かかる秘密を第三者との関係で「保護」することの意味も、当然₉₂条 ₁ 項 ₁ 号の




に、かかる前提が成り立つ限り、当該秘密の内容がどのようなものであっても、₉₂条 ₁ 項 ₂





　以上のとおり、₉₂条 ₁ 項 ₁ 号と₉₂条 ₁ 項 ₂ 号とでは、閲覧制限の対象となる「当事者の秘
密」の具体的内容や、当事者の秘密が保護されるべき理由が相当程度異なるものとなってい
るが、両者を比較してみると、当事者が訴訟記録の閲覧により社会的に不測の被害を受ける
おそれがより高いのは、₉₂条 ₁ 項 ₁ 号に関する事項についてであると考えられるから、以下、
本稿においては、₉₂条 ₁ 項 ₁ 号に関する事項を中心に、検討を進めることとする。































































































































































9 　閲覧制限決定に対する取消申立の裁判に約 ₂ 年半が経過した事件（東京地決平成₂₆年 ₈ 月 ₈ 日平成₂₄年（モ）
₄₂₉₂号）について、途中で当該裁判所の合議体構成員が転補により変遷したこと、対象となる事項の判断がやや


































































































末川民事法研究 第 ₁ 号（₂₀₁₇）
の問題点を克服するため、閲覧制限制度が一定の役割を果たしていることは明らかである
が、本稿での検討から明らかなとおり、裁判が公平に行われているか否かを判断するという
制度の基本理念の前では、結局のところ、当該訴訟において裁判所に提供された情報がどの
ようなものであるかを、記録閲覧者に対して知らせることが制度上の原則とならざるを得
ず、かかる制度上の原則が、閲覧制限制度の問題点として表面化しているものと考えられる。
要するに、民事訴訟記録の閲覧制度は、その基本理念からして、そもそも当事者の秘密を保
護するための制度ではなく、裁判が公平に運用されているとの信頼を社会全体から獲得する
ためには、当事者の秘密が当事者の意図しない範囲ないし局面で第三者に伝わることは、や
むを得ないものと考えられているわけである。
　そうであるとすれば、現行の閲覧制限制度における解釈ないし運用上の工夫によって、当
事者の秘密を第三者に知られないようにすることには、自ずから限界があると言わざるを得
ない。そして、裁判の公平が、国家機構としての裁判所に対する社会全体からの信頼という、
当事者の秘密保護よりも大きな目的として存在している以上、当事者の秘密をより実効的に
保護するためには、一定範囲の秘密が第三者に知られてしまうことを前提としたうえで、改
めて閲覧制度自体の解釈及び運用を考えていく必要がある。
　以上の観点からすると、当事者の秘密を実効的に保護するためには、訴訟記録を閲覧する
ことにより当事者の秘密を知るに到った第三者に対し、当該秘密の保護に係る法律上の義務
と責任を負わせることが、最も効果的であるものと思われる。実際、刑事訴訟記録について
は、刑事確定訴訟記録法 ₆ 条の規定により、保管記録又は再審保存記録を閲覧した者に対し
て、閲覧により知り得た事項をみだりに用いて、公の秩序若しくは善良の風俗を害し、犯人
の改善及び更生を妨げ、又は関係人の名誉若しくは生活の平穏を害する行為をしてはならな
い、として、取得した情報に関する適正利用の義務が閲覧者に課されている。訴訟制度の目
的については、刑事訴訟と民事訴訟とで法律上若干異なる規定が置かれているものの、当事
者の秘密を実効的に保護することの必要性は、刑事事件と民事事件との間で、それ程大きな
質的差異は存在しない筈である。また、他の情報管理に関する制度との差異から考えても、
前記のとおり、例えば情報公開制度等については、当事者の秘密に関すると解釈される部分
を非公開としたうえで、誰が知っても差し支えない情報のみが公開されることから、取得さ
れた情報の利用が自由であるとされているわけであり、当事者の秘密が一部分でも第三者に
知られてしまう構造を持つ民事訴訟記録の閲覧制度とは、議論の前提が異なるものと考えら
れる。
　もっとも、現行の民事訴訟法には、本稿で主張するような記録閲覧者に対する義務付けの
根拠は直接規定されていない。従って、現行法下の当面の解釈としては、当事者の秘密を不
当に拡散させ、当事者の私生活に支障を生じさせる行為や、営業上の利益を損なう結果をも
たらした行為について、閲覧者の不法行為責任等を広範に認め、秘密を暴露された当事者の
救済を図るほかないであろう。なお、閲覧者に対する手続上の警告手段としては、記録閲覧
を裁判所に申請するに際して、現行制度ではごく簡単に求められているに過ぎない閲覧の目
的を、より具体的に申告させるほか、閲覧によって得られた情報については、申告した目的
に従って適正に利用することの誓約を行わせることで、上記責任の引受があったと評価する
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ことができると思われる15。
　前述のとおり、近い将来、民事訴訟記録の閲覧制度は、他の情報管理制度との関係を含め
て、抜本的な見直しが必要となるものと考えられる。その際には、民事訴訟記録の閲覧制度
が本来目的としている裁判の公平の確保と共に、本稿で検討及び考察してきた当事者の秘密
に係る保護の実効性についても、十分な配慮が行われることが強く期待されるところであ
る。
（了）
（筑波大学准教授）
15　現行制度の下では、「訴訟準備」「その他」として閲覧自体の目的を一言で申告させるのみであるため、「取材」「研
究」のようにある程度情報の利用目的についても判断が可能なもののほか、「調査」「確認」等のように情報の利
用範囲自体が明らかでないものも多々含まれる結果となっている。従って、例えば、取得した情報の利用の有無
と概括的な範囲について、抽象的であっても申告させることにより、当事者の秘密がみだりに拡散されることを、
一定程度であれ抑止させることが、期待できるように思われる。
